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１．はじめに 1

 弊社は1922年の創業以来、都市ガスをはじめとしたエネルギー供給や各種ソリューションの提供
を通じて、東海３県の「くらし」と「ビジネス」を支え、地域の発展に貢献することを旨としている。

 エネルギー事業者として、今後も「３E+S」は重要な視点。カーボンニュートラル(CN)を実現する
うえでも、引き続き安定・安価なエネルギー供給を担うべき存在として、既存インフラを有効活用
しながら、社会負担抑制や利便性維持に資する対策が求められていると受け止め。加えて「激
甚化する風水害、地震等に対するレジリエンス強化」や「地域社会への貢献」の観点からも、引
き続き、弊社が地域で果たすべき役割は大きいものと認識。

 特に当地域は自動車を中心とする産業集積地であり、グローバルな競争力維持の観点から温
暖化対策へのニーズが高いため、エネルギー供給を通じてこうしたニーズに応える意義は大きい。

用途別小売ガス販売量比率(2019年度)

都市ガス LPG 電気

お客さま数 約251万件 約59万件 約34万件

販売量 約39億m3 約49万トン 約10億kWh

出典：2019年度有価証券報告書

各事業におけるお客さま数・販売量

68% 18% 14%

工業用 家庭用 商業用他

都市ガス供給エリア図

岐阜県

愛知県

三重県
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２．(1) CNに対するスタンスと基本的な考え方 3

 今後も持続的な成長を続けるためには、CNの実現に向けて積極的な取組みが必要不可欠。
現在、個別の取組みを進めながら、全体像の具体化を急いでいる段階。

 将来の環境変化や技術革新は、幅広かつ柔軟に想定する必要があるが、現時点で重視するポ
イントは、当面の「徹底した低炭素化」と、先々に向けた「水素の利活用」および「カーボンリサイ
クル」、さらには、それらを活かした「メタネーション」と想定。

 足元では、お客さまやパートナーとの連携により個別事例を積み重ねつつ、イノベーションを推進。

CNの実現に向けたアプローチイメージ

ガ ス

電 気

▶ 再エネ電源確保（太陽光、バイオマス、風力、水力）

▶ クレジット（省エネ・再エネ投資等の海外貢献、植林・森林保全）

▶ カーボンリサイクル（排ガス・大気からのCO2分離・回収、活用）

▶ 徹底した低炭素化

・ 省エネ、天然ガスの普及促進
・ エネルギーの高度利用

▶ バイオガス ▶ CN－LNGの活用

▶ メタネーション

▶ 水素の利活用（FCV・水素St → バーナー、エンジン、純水素燃料電池）

CO2
分離・回収

活用等

▶ 発電への水素活用

▶ DR（デマンドレスポンス）、アグリゲーション、VPP（バーチャルパワープラント）

▶ (LNG)火力発電



２．(2) 取組み例① 徹底した低炭素化の深掘り 4

 トランジション期間は、引き続き、石油等の燃料転換や、熱と電気を有効利用できるコージェネの
活用等を通じた天然ガスの普及拡大を中心に、足元からの着実なCO2排出量削減に貢献。

 加えて、独自開発した蓄熱材を活かした熱の有効利用等、これまで築いてきたお客さまとの関
係性を活かしながら、エネルギーの高度利用を追求し、徹底した低炭素化の深掘りを図る。

独自開発した高密度蓄熱材(水の10倍の蓄熱量)の活用

蓄 熱 発 電

高密度蓄熱槽 ガスエンジンコージェネ

低炭素化の深掘り事例

出典：国交省 サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）採択プロジェクト資料等より

大王製紙㈱可児工場様における燃料転換

CO2排出量は
約3割削減！

重油

×燃料転換

蓄熱材の活用イメージ

石灰焼成キルン

都市ガス

バイオマスガス

CO2

LNGバンカリング

名古屋港で、他社と
連携し、LNG燃料タ
グボートに燃料を供給

Truck to Ship方式
で安全に供給できるこ
とを実証

 カラフルタウン岐阜(大型商業施
設)では、停電対応型コージェネを
中心に、潜熱蓄熱材や蓄電池等
を採用

一連のエネルギーマネジメントシス
テムと、熱融通配管により、熱の面
的利用を実現

タグボートへの燃料供給

家庭用燃料電池「エネファーム」の普及

ガスから取り出した水素と空
気中の酸素から電気を作り、
発電時に発生する熱もお湯と
して活用できて省エネ

給湯・暖房も1台でこなし、生
活パターンに合わせ自動運転

停電時も電気とお湯を利用
可能な機種も登場 新型エネファーム
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 水素は燃焼時にCO2を排出しない理想的なエネルギーであり、足元はFCVでの利用が先行。

 将来に向けては、さらなる水素需要拡大と安定利用のためのサプライチェーン構築を目指し、
「中部圏水素利用協議会」等に参画するなど、地域の産業界全体で横断的活動を実施中。

水素ステーション(5拠点運営中)

２．(2) 取組み例② 水素の利活用（FCV・水素St、外部連携）

業界横断での取り組み事例

＜ねらい＞

・FCV向け燃料供給を通じて、
まずは水素が使われる社会の
土台作りに貢献

＜中部圏水素利用協議会 参画企業＞

豊田豊栄水素ステーション

特 徴：大容量充填(バス対応)
運用開始：2020年12月

特 徴：エコ･ステーション併設
運用開始：2016年4月

特 徴：大容量充填(バス対応)
運用開始：2019年3月

特 徴：エコ･ステーション併設
運用開始：2015年5月

特 徴：海外パッケージ品採用
運用開始：2015年5月



２．(2) 取組み例② 水素の利活用（技術開発） 6

 今後、工業用熱需要の脱炭素化手段としても水素需要が高まると想定しており、こうしたニーズ
に応えるため、小型の水素燃焼バーナーや水素・天然ガスの混焼エンジンの開発に注力。引き
続き、お客さまのニーズを拾い上げソリューションを提供することを通じて、水素の利活用を牽引。

 将来的には、既存の都市ガスインフラを有効活用できるメリットが大きいことから、水素を主原料と
したメタネーションに繋げていく構想。

水素燃焼試験設備

水素燃焼炉向けの技術開発 都市ガス・水素混焼エンジンに係る技術開発

水素燃焼ガスバーナーの開発

ガスエンジンへの水素混焼に関する技術知見の獲得

産業技術総合研究所と、都市ガス・水素混焼エンジンの基礎研究を実施

当社は試験データを活用し、都市ガス・水素混焼エンジンにおける技術的な
課題を解決するためのシミュレーション技術を開発



２．(2) 取組み例③ カーボンリサイクル(CO2の分離・回収、活用) 7

 排ガス等からのCO2分離・回収については、カーボンリサイクルの入口の技術として重要視してお
り、大学と共同での研究開発に加え、コージェネを用いた実証を計画中。

 回収したCO2は、炭酸飲料・工業用材料等への活用をはじめ、将来的なメタネーションへの活
用に繋げる構想。さらに、メタネーションの原料となるCO2を大気中から回収する技術にも注目。

プロジェクト名 共同実施者

・ 吸着式CO₂分離回収におけるLNG
未利用冷熱の活用 名古屋大学

・ 未利用冷熱による燃焼ガス中CO₂の
回収技術の開発 名古屋大学

・ 冷熱を利用した大気中二酸化炭素
直接回収の研究開発(Cryo-DAC)

名古屋大学
東京理科大学

カーボンリサイクルの取組み

①:CO2の分離・回収～活用のイメージ ②:CO2分離・回収に係る研究(NEDO補助事業)

CO2分離・回収 CO2活用

工業用材料等ガス改質装置

コージェネ等

分離膜・吸着材等

都市
ガス

CO2
分離・回収

排ガス

オフガス

消
費
機
器

再
エ
ネ

オフガス

消化ガスタンク

水素

バイオ
ガス

大
気 メタネーション

都市ガスの利用

CO2

水素

メタン

都市ガス

LNGタンカーLNG基地

Cryo-DAC設備
太陽光や風力

水を電気分解
分解・合成など

大気中
CO2

CO2

＜Cryo-DACの活用イメージ＞

炭酸飲料

(将来的に)



２．(２) 取組み例④ 電気事業 8

 足元からの有効な脱炭素化手段として、太陽光発電を中心に直近ではバイオマス発電案件へ
の参画するなど、再エネ電源の確保・調達に注力している。

 お客さま向けにも、既に再エネ電気を活用したCO2フリーの電気料金プラン(グリーンエコプラン)
を提供開始。また、バーチャルパワープラント(VPP)や家庭用デマンドレスポンスなど、新たなサービ
スの開発に向けた実証試験を実施する等、多様化するニーズへの対応も図っている。

 足元では、太陽光・バイオマス発電等の開発を強化

 今後、風力・水力等異なる電源種の再エネも含め開発に注力

 2021年度の再生可能エネルギー電源の取扱量は、自社電
源開発や他社からの調達を含めて、約43MWの見通し

太陽光発電所
2021年度の稼働に向けて
建設中のバイオマス発電所

再生可能エネルギーの導入拡大 グリーンエコプラン

熊本県八代バイオマス発電事業への参画

 ㈱エネ・ビジョン、中部電力㈱と共同出資し、熊本県八代市
に発電出力75MWの木質専焼バイオマス発電所を開発

 2024年6月運転開始予定

 再エネ電源により発電された電気に、非化石証書を組
み合わせることでCO2排出量を実質ゼロにできる料金プ
ランを昨年9月から申込受付開始

新たなサービスの開発に向けた取組み

 2019年5月から、「VPP構築実証事
業」に参画し、複数のコージェネ等を
活用した電力制御技術を検証

 昨年6月から、ご家庭でお客さまが楽
しく継続的に節電できるデマンドレス
ポンス(DR)の効果を検証する実証
試験を開始 スマートフォンアプリ
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３．(1) 都市ガス事業のレジリエンス強化 10

 LNG基地間のバックアップ体制強化を目的とした、伊勢湾横断海底パイプラインの整備や、主要
幹線の環状ネットワーク化により、供給安定性の向上を図ってきた。

 また、地震・風水害等の災害対策では、「設備対策」 「緊急対策」 「復旧対策」を着実に実施。

供給安定性の向上

製造・輸送設備の強靭化

幹線の建設工事

伊勢湾横断海底パイプライン

主要幹線(高圧)
の環状化

知多LNG共同基地
知多緑浜工場
四日市工場
主要幹線(点線は建設中)

復旧対策：防災訓練等

緊急対策：地震時の遮断ブロックの整備等

地震等による二次被害防止、供給停止影響の最小化のた
め、供給停止ブロックの細分化を推進

ブロック
細分化

供給停止地区

災害対策の推進

設備対策：耐震化・経年化対策、風水害対策等

高経年製造設備
の更新導管の耐震化

設備の嵩上げ

全社防災訓練

 BCPの実効性を高めるために、
グループ各社、協力会社が一体
となった防災訓練を実施

岐阜県

愛知県

三重県



３．(2) デジタル活用・都市ガス導管未整備地区での取組み 11

 デジタル技術の活用にも注力しており、スマートメーターを活用した業務効率化や保安の強化、
AIを用いたガス管の劣化予測による保安対策効果の向上等に取り組んでいる。

 また、都市ガス導管未整備地区においては、LPG販売を手掛けるグループ会社が、LPG物流の
強化等を通じて供給安定性の向上に取り組んでいる。

LPGの供給安定性向上

AIを用いたガス管劣化予測

スマートメーターの導入

業務効率化や保安の強化のため、通信機能付きスマート
メーターの本格導入(20年代前半～)に向けた準備を推進

センターシステム開発(東京ガス、大阪ガスと共同）
スマートメーターのコスト低廉化
災害時の遠隔での一括開閉栓による保安確保 など

デジタル技術の活用

 ガス管の劣化度合を予測・可視化す
る世界初のアルゴリズムを米国の
Fracta社と構築

今後の保安対策に活用していく

日本最大規模の二次基地を保有するとともに、専属
LPGローリー車の確保などを通じてLPG物流の強化を
推進

加えて、他社との充填・配送面での連携により、広域エ
リアにおける供給ネットワークを強化し、効率化と供給の
安定性向上を両立

名港LPG基地
（名古屋市港区にある二次基地）

専属LPGローリー車

長野方
面

静岡
方面

津市

岐阜市

高山市

金沢市

塩尻市

浜松市

主な拠点

営業拠点
充填配送拠点

主な営業範囲



３．(3) 地域のレジリエンス向上に向けたチャレンジ 12

 「みなとアクルス」では、工場跡地を利用し新しい街づくりに挑戦しており、エリア全体のエネル
ギー需給を最適化するスマートエネルギーシステムを構築し、平時は環境負荷低減に寄与。

 災害発生時には、コージェネ、大型蓄電池、太陽光発電の組み合わせにより、街へのエネル
ギー供給を継続しつつ、近接する名古屋市港区役所へ非常用電力供給の役割を担う。

みなとアクルス(名古屋市港区)

デマンドレスポンスの仕組み街の全体図・エネルギーの流れ

エネルギーセンター ららぽーと 名古屋みなとアクルス
・太陽光発電
・ガスコージェネ
・NAS電池
・CEMSで電力需給調整

→ 省エネ率 40％
CO2削減率 60％
(対1990年比)

非常用電力供給

災害発生時の対応

 コージェネ、大型蓄電池、太陽光発等の分散電源を
活用し、街へのエネルギー供給の継続に加え、隣接す
る行政機関に対し、非常用電源を供給

 また、津波への備えとして、地元住民約9,000人が避
難できるスペースを提供
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４．(1) リアル×デジタルによる「くらし」と「ビジネス」を支える取組み 14

 お客さまニーズの多様化や、コロナ禍を背景とした生活様式の変容に対応するため、弊社の強み
である「リアル接点」でのサービス体制と「デジタル技術」を組み合わせ、お客さまとの新たな接点
拡充を図りつつ、地域社会が抱える幅広い困りごとに対するソリューション提供を目指す。

「くらし」と「ビジネス」を支える取組み

 エネルギー契約の有無に係わらず、無線インターネット、宅配水、家事代行、見守り、ヘルスケア、地域飲食店紹介、社会
貢献型ショッピング、花の宅配等（現在12サービス）を提供するサービスプラットフォームを展開

 今後は、50～60サービスまで拡充する予定

ユーザーは500円/月で、加盟店での
ドリンク１杯が毎日無料になるサービス

日々の集客に悩みを抱える地域の飲食
店(加盟店)に対し、フラ飲み顧客を囲い
込むソリューションを提供

＜PICK UP＞



４．(2) 地域・自治体との連携 15

 弊社は、自治体等と連携した「地域新電力」の運営を複数担っており、エネルギーの地産地消や
地域の活性化、低炭素化の実現等、自治体ニーズに寄り添った地域課題の解決に貢献。

 また、地域の教育施設への空調設備導入や出前授業、地域での防災連携も実施。

松阪新電力の事例

 2017年11月に松阪市などと共同で設立した「松阪新
電力(株)」は、松阪市クリーンセンター(ごみ処理施設)
で発電される電気を中心に、松阪市の公共施設に対し
て電気を供給

 事業利益は松阪市に寄付し、寄付金は、同市が地域
振興のために創設した基金に積み立てられ、地域活性
化の取組みに活用

教育に係る自治体との連携

 教育施設への空調導入支援、学校等への出前授業を実施

出典：松阪新電力HP
名古屋市上下水道局との地震訓練 陸上自衛隊との資機材輸送訓練

 大規模災害への備えとして、地域での協力関係構築を
進めており、共同訓練も実施

地域での防災連携

出典：東邦ガスエンジニアリングHP、各務原市HP

愛知県一宮市の学校空調 岐阜県各務原市での出前授業



5．最後に 16

 今後我が国がCNの実現に向かうなかにおいても、地域の発展との両立は重要な視点。

 引き続き、エネルギー供給を通じて、お客さまの「くらし」と「ビジネス」を支え、地域の発展に貢献

するため、難しい課題にも果敢にチャレンジし、進化を続けていく。

ご静聴ありがとうございました。


